
                                         

 

 （独）国立病院機構 重要財産（北海道がんセンター宿舎敷地）の処分について 

 

１． 処分に係る財産の内容及び評価額 

（１）財産の内容 

土 地 

地    番 地 目 面 積 

札幌市豊平区月寒西 1 条 9 丁目 740 番 1 宅  地 5,687.06 ㎡ 

（２）評価額 

種 別 評  価  額 数 量 

土 地 506,000,000 円 5,687.06 ㎡ 

※ 評価額は、（株）北海道アプレイザーズ・ファームによる平成 16年 4月 1日時

点の鑑定評価額（平成 16 年 11月 24 日の資産評価委員会による評価決定額

に一致）に基づく。 

 

（参考）売却価額は、売却時点の鑑定評価額による時価額とする。 

 

２． 処分の条件 

譲渡する土地は、学校法人希望学園が取得後、同法人が運営する札幌第一高等

学校の用に供する。 

 

３． 処分の方法 

独立行政法人国立病院機構は、学校法人希望学園からの要請により上記の土地

を時価譲渡する。 

 

４． 独立行政法人国立病院機構の業務運営上支障がない旨及びその理由 

北海道がんセンターの建物は、築後４０年以上経過し、老朽化が相当進んでいるこ

とから、患者の安全性の確保、療養環境の改善を図るため、病院建物の建て替えをす

る必要があるが、病院本体地のスペースは狭隘であり、現地建て替えを計画するには、

十分なスペースが確保できない状況となっている。 

そのため、数年に渡り新地点での建て替えを模索してきたが、今般札幌市議会等

の協力により、現在地周辺の土地について確保の目途が立った所である。 

しかしながら、当センターの財政状況からは、建替資金に加え、土地購入費を捻出

することが困難なことから、病院本体地のほかに所有する宿舎敷地を売却し、その売

却収入を病院本体地の隣接地の取得財源として利用したく、独立行政法人通則法第４

８条第１項に基づく認可を行いたい。 
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５． その他参考となるべき資料 

別紙１． 位置図 

別紙２． 配置図（北海道がんセンター月寒宿舎敷地） 

別紙３． 配置図（北海道がんセンター敷地） 

別紙４． 鑑定評価調書 

別紙５． 学校法人希望学園からの譲渡要望書 

 

参考資料 重要財産 関係条文 

 



 

北海道がんセンター 

北海道がんセンター月寒宿舎 

病院・宿舎間 約５ｋｍ 

位 置 図 

別紙 １ 



 

北海道がんセンター月寒宿舎 

5,687.06 ㎡ 

学校法人希望学園 

25,574.89 ㎡ 

別紙 ２ 

配 置 図 



 

① 

③ 

北海道がんセンター      15,633.87 ㎡ 

①不動産会社所有（有料駐車場） 3,340.66 ㎡ 

②個人所有（住宅兼貸しビル）     199.40 ㎡ 

③札幌市市道                    850 ㎡ 

合計             20,023.93 ㎡ 

② 

北海道がんセンター 

15,633.87 ㎡ 

①不動産会社所有地（有料駐車場） 

3,340.66 ㎡ 

②個人所有地（自宅兼貸しビル） 

199.40 ㎡ 

③札幌市市道 

850 ㎡ 

別紙 ３ 

配 置 図 











 

別紙 ５ 



重要財産譲渡 関係条文 

 

◎独立行政法人通則法（平成 11 年 7 月 16 日法律第 103 号）（抜粋） 

 

第 48 条（財産の処分等の制限） 

独立行政法人は、主務省令で定める重要な財産を譲渡し、又は担保に供し

ようとするときは、主務大臣の認可を受けなければならない。ただし、中期

計画において第 30 条第 2 項第 5 号の計画を定めた場合であって、その計画に

従って当該重要な財産を譲渡し、又は担保に供するときは、この限りでない。 

２ 主務大臣は、前項の規定による認可をしようとするときは、あらかじめ、

評価委員会の意見を聴かなければならない。 

 

第 67 条（財務大臣との協議） 

主務大臣は、次の場合には、財務大臣に協議しなければならない。 

一 第29条第1項の規定により中期目標を定め、又は変更しようとするとき。 

二 第 30 条第 1 項、第 45 条第 1 項ただし書若しくは第 2 項ただし書又は第

48 条第 1 項の規定による認可をしようとするとき。 

三 第 44 条第 3 項の規定による承認をしようとするとき。 

三の二 第 46 条の 2 第 1 項、第 2 項若しくは第 3 項ただし書き又は第 46 条

の 3 第 1 項の規定による認可をしようとするとき。 

四 第 47 条第 1 号又は第 2 号の規定による指定をしようとするとき。 

 

 

◎独立行政法人国立病院機構の業務運営並びに財務及び会計に関する省令 

（平成 16 年 3 月 31 日厚生労働省令第 77 号）（抜粋） 

 

第 17 条（重要な財産） 

機構に係る通則法第 48 条第 1 項の主務省令で定める重要な財産は、土地

及び建物であってその取得価額が 3 億円以上のものとする。 

 

第 18 条（重要な財産の処分等の認可の申請） 

 機構は、通則法第 48 条第 1 項の規定により重要な財産を譲渡し、又は担保

に供すること（以下この条において「処分等」という。）について認可を受け

ようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を厚生労働大臣に提出

しなければならない。） 

一 処分等に係る財産の内容及び評価額 

二 処分等の条件 

三 処分等の方法 

四 機構の業務運営上支障がない旨及びその理由 
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